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　 証券コード　6663

　 平成23年２月25日

株 主 各 位　 　

　 和歌山県和歌山市有本６６１番地
　 太 洋 工 業 株 式 会 社
　 代表取締役社長 細 江 美 則

第50期定時株主総会招集ご通知

拝啓　ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。

さて、当社第50期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くだ

さいますようご通知申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成23年３月17日（木曜日）

午後５時15分までに到着するようご返送いただきたく、お願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 平成23年３月18日（金曜日）午前10時

２．場 所 和歌山県和歌山市友田町五丁目18番地

ホテルグランヴィア和歌山　６階　ル・グラン

（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．会議の目的事項 
　報 告 事 項 １．第50期（平成21年12月21日から平成22年12月20日まで）

事業報告及び連結計算書類の内容並びに会計監査人及び

監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
　  ２．第50期（平成21年12月21日から平成22年12月20日まで）

計算書類の内容報告の件
　決 議 事 項  

　第１号議案 剰余金処分の件
　第２号議案 監査役２名選任の件
　第３号議案 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申しあげます。
株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた

場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.taiyo-
xelcom.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）
　

事　 業　 報　 告

（平成21年12月21日から
平成22年12月20日まで）

　

１．企業集団の現況

(1）当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国の経済状況は、アジア諸国をはじめとす

る新興国の高成長や各国で実施された景気対策の効果を背景に、一部に景

気持ち直しの動きが見られるものの、急激な円高やデフレの進行等から、

景気の先行き不透明感が払拭されず引き続き厳しい状況が続きました。

当社グループが属する電子基板業界は、賃金・雇用情勢において依然と

して厳しい状況が続いているものの、エコポイント制度の政策効果等に伴

う薄型テレビ・周辺機器の需要が堅調に推移し、スマートフォン・新型携

帯端末等の市場拡大に伴うデジタル機器向けの需要が好調に推移いたしま

した。収益面においては、円高の進行、原材料価格の高騰、アジア企業等

の企業間競争の激化に伴う製品価格の下落等の影響があるものの、各社に

おけるコスト削減の実施等により、収益の改善が見られました。

このような経済環境の下、当社グループの主力事業である電子基板等事

業においては、ＦＰＣメーカー向けの販売が減少した一方で、新機種・新

製品開発が積極的に行われたこと等から、セットメーカー向けの販売は増

加いたしました。加えて、連結子会社マイクロエンジニアリング㈱の売上

が増加したことから、増収となりました。

基板検査機事業においては、電子基板メーカーが国内外への設備投資を

再開したこと等により、主として通電検査機の販売が増加し、増収となり

ました。

鏡面研磨機事業においては、国内外企業の設備投資意欲が緩やかに回復

したこと等に伴い、機械の販売や研磨に使用する消耗品の販売が増加し、

増収となりました。

これらの結果、連結売上高は3,942百万円（前年同期比17.2％増）と、前

連結会計年度に比べ579百万円の増収となりました。
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損益については、売上高増加に伴う利益の増加、従業員の自然減等によ

る労務費の減少及び設備投資抑制による減価償却費の減少等に伴う売上総

利益率の改善から、営業利益68百万円（前年同期は440百万円の営業損

失）、経常利益102百万円（同426百万円の経常損失）、当期純利益79百万

円（同569百万円の当期純損失）となりました。

事業の種類別セグメント別の売上状況は次のとおりであります。

区 分

第　　49　　期
（平成21年12月期）

第　　50　　期
（平成22年12月期）

前年同期比

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率

　 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

電子基板等事業 3,007,883 89.5 3,271,910 83.0 264,026 8.8

基板検査機事業 239,595 7.1 487,291 12.4 247,695 103.4

鏡面研磨機事業 115,522 3.4 183,185 4.6 67,662 58.6

合 計 3,363,002 100.0 3,942,387 100.0 579,384 17.2

　

＜電子基板等事業＞

ＦＰＣメーカーにおいて依然として内製化の推進が継続されているこ

と等から、ＦＰＣメーカー向けの販売が減少した一方で、デジタル一眼

レフカメラへの買い替え需要が堅調に推移し、また、スマートフォンの

急速な需要拡大に支えられてデジタル関連機器の市場が拡大しているこ

と等を背景として、各メーカーが積極的に新機種・新製品開発を行った

こと等から、セットメーカー向けの販売は増加いたしました。加えて、

連結子会社マイクロエンジニアリング㈱の各種検査システムの販売が増

加したことから、増収となりました。

その結果、売上高3,271百万円（前年同期比8.8％増）となりました。

＜基板検査機事業＞

スマートフォン・新型携帯端末等の需要増加に伴い、市場が拡大して

いることや新興国を中心としたデジタル機器の需要が堅調に推移してい

ることを背景として、一部の電子基板メーカーが生産体制を増強するた

めに、延期していた国内外への設備投資を再開したこと等により、主と

して通電検査機の販売が増加したことから、増収となりました。

その結果、売上高487百万円（前年同期比103.4％増）となりました。
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＜鏡面研磨機事業＞

当社グループの主要顧客であるグラビア印刷業界においては、価格競

争の激化及び国内市場の縮小等により厳しい環境が続いているものの、

アジア地域のグラビア印刷企業及びその他産業において設備投資意欲が

緩やかに回復したこと等に伴い、機械の販売や研磨に使用する消耗品の

販売が増加したことから、増収となりました。

その結果、売上高183百万円（前年同期比58.6％増）となりました。

　

②　設備投資の状況

当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資等の主

なものは次のとおりであります。

イ．当連結会計年度中に完成した主要設備

特記すべき事項はありません。

ロ．当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充

電子基板等事業　当社本社工場　ＦＰＣ用レーザー加工機の増設

　

③　資金調達の状況

当連結会計年度において増資や社債発行による資金調達は行っておりま

せん。

　

(2）直前３事業年度の財産及び損益の状況

区　　分
第　47　期

（平成19年12月期）
第　48　期

（平成20年12月期）
第　49　期

（平成21年12月期）
第　50　期

（平成22年12月期）

売 上 高(千円) 6,155,558 5,437,769 3,363,002 3,942,387

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （ △ ）

(千円) 796,394 320,675 △426,414 102,598

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （ △ ）

(千円) 455,620 △95,131 △569,503 79,692

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）

(円) 77.90 △16.26 △97.35 13.62

総 資 産(千円) 6,739,934 5,871,475 5,356,106 5,312,363

純 資 産(千円) 4,251,467 4,031,116 3,403,664 3,446,660

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 726.75 688.71 581.12 587.98
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(3）重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係

当社は親会社を有していないため、該当事項はありません。

　

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
議決権比率

主要な事業内容 事業区分

株式会社ミラック 20,000千円 100.0％ 円筒鏡面研磨機の製造
鏡面研磨機
事業

TAIYO TECHNOLEX
(THAILAND)CO.,LTD.

2,000千バーツ 49.0％
基板検査機の販売及び
サービス・サポート

基板検査機
事業

マイクロエンジニア
リング株式会社

35,000千円 100.0％
視覚検査装置及び画像
処理装置の開発、製造
及び販売

電子基板等
事業

　

(4）対処すべき課題

①　既存事業におけるグローバルビジネスの強化

当社グループは、引き続きＦＰＣ試作を中心に据えた積極的な事業展開

の拡大に取り組んでまいります。国内の電子基板業界は、量産工場の海外

移転や、低価格を武器に台頭してきた韓国・台湾企業を中心とした海外勢

の参入等を要因として、市場に流れる仕事の絶対量が減少傾向にあります。

製造業各社がグローバルな展開を進める中、当社グループにおいても、今

や国際的な市場動向の影響を受ける状況にあり、これまで以上に国境を越

えたグローバルな規模での機動的かつ戦略的な意思決定及び事業強化が求

められる状況になりつつあります。

このような状況下において、当社グループは、市場の伸長が著しく潜在

的なユーザー・ニーズの発掘が期待できることから、電子基板等事業及び

基板検査機事業におけるアジア地域での事業拡大・強化を喫緊の課題と捉

えております。そのためには、当社グループが属する分野に強みを持つ商

社及び海外企業等とのタイアップによる海外市場への製品の提供にとどま

らず、更なる海外顧客への営業・メンテナンスサポートレベルの向上を早

期に実現できるように、グループ全体としての経営体制及び事業推進体制

の最適化を図ってまいります。

　



－ 6 －

②　コスト管理の徹底

当社グループを取り巻く市場環境が依然として厳しい状況にある中、引

き続き徹底したコスト管理を継続し、収益を確保するために全部門による

実効力あるコストダウンの取り組みが必要であると認識しております。よ

り一層のコストダウンを推進するために、当社グループを挙げてコスト意

識の徹底を図ってまいります。

　

③　生産性向上

製造工程においてＦＰＣの加工に用いるレーザー加工機を増設し、レー

ザーならではの特性を活かした特殊加工への用途拡大を図るとともに、製

品の高付加価値化に取り組んでまいります。また、老朽化した設備の更新

や既存設備の集約・再配置を行い、これらによる更なるリードタイム短縮

を実現することにより、生産性向上、品質向上及び製造コスト削減等の高

効率生産体制の構築に努めてまいります。

　

④　電子基板等事業の拡大

電子基板等事業は、長期的視点からは徐々に成熟に向かうものと考えて

おります。当社グループが継続して成長を続けていくためには、ＦＰＣ試

作のノウハウを活かし、新たな収益の柱となるＦＰＣ試作関連事業を構築

することが必要であると考えており、収益を重視したＭ＆Ａの実施など、

幅広い視野で検討を行い、経営資源の効率的投入を行うことで、更なる拡

大を目指してまいります。

　

⑤　基板検査機事業の拡大

外観検査機及び通電検査機において、引き続き検査機能の安定・向上を

図るなど多様化する生産現場のニーズを先取りした新規ソフトウエアの開

発を主として行い、高精細化が進む電子基板の検査ができる高付加価値製

品の開発を推進してまいります。更に、保守サービスまでを行う一貫体制

を確立することで業容拡大を図るとともに、安定的に収益を確保できる体

制の構築を目指してまいります。

　

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援ご鞭撻を賜りますよ

うお願い申しあげます。



－ 7 －

(5）主要な事業内容（平成22年12月20日現在）

当社グループは、電子基板、基板検査機、鏡面研磨機等の製造・販売を主

たる業務としております。電子基板等事業については、ＦＰＣの製造におい

て、試作関連業務に特化しております。

事業の種類別セグメント別の主要製品は次のとおりであります。

区 分 主　 要 　製 　品

電子基板等事業 ＦＰＣ、エレクトロフォーミング加工品

基板検査機事業 通電検査機、機能検査機、外観検査機

鏡面研磨機事業 円筒鏡面研磨機

　

(6）主要な営業所及び工場（平成22年12月20日現在）

①　当社の主要な事業所

本 社 工 場 和歌山県和歌山市

東 京 事 業 所 東京都千代田区

川 崎 事 業 所 川崎市幸区

九 州 事 業 所 大分県国東市

　

②　子会社の主要な事業所

株 式 会 社 ミ ラ ッ ク 和歌山県和歌山市

TAIYO TECHNOLEX(THAILAND)CO.,LTD. タイ王国バンコク市

マイクロエンジニアリング株式会社 大阪市北区
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(7）使用人の状況（平成22年12月20日現在）

①　企業集団の使用人の状況

区　　分 使用人数 前連結会計年度末比増減

電 子 基 板 等 事 業 204名 （増）５名

基 板 検 査 機 事 業  43名 （減）５名

鏡 面 研 磨 機 事 業  ９名 （減）２名

全 社 （ 共 通 ）  35名 （減）３名

合 計 291名 （減）５名

（注）上記使用人数は、就業人員数（嘱託及び派遣社員を含む）を表示しており、使用

人兼務役員及びパートタイマーを含んでおりません。

　

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

269名 （減）５名 38.2歳 10.4年

（注）１．上記使用人数は、就業人員数（嘱託、派遣社員及び社外から当社への出向者

を含む）を表示しており、使用人兼務役員、当社から社外への出向者及びパー

トタイマーを含んでおりません。

２．平均年齢及び平均勤続年数は、就業人員より嘱託、派遣社員及び社外から当

社への出向者を除いて算出しております。

　

(8）主要な借入先の状況（平成22年12月20日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 紀 陽 銀 行 576,448千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 267,600千円

株 式 会 社 南 都 銀 行 98,340千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 91,669千円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 25,003千円

　

(9）その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の現況

(1）株式の状況（平成22年12月20日現在）

①　発行可能株式総数 23,280,000株

②　発行済株式の総数 5,850,000株

③　株主数 1,584名

④　大株主（上位12名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

細 江 美 則 2,101,536株 35.92％

細 江 正 己 378,984株 6.48％

太 洋 工 業 従 業 員 持 株 会 338,324株 5.78％

細 江 正 大 300,000株 5.13％

株 式 会 社 紀 陽 銀 行 290,000株 4.96％

紀 陽 興 産 株 式 会 社 240,000株 4.10％

紀 陽 リ ー ス ・ キ ャ ピ タ ル
株 式 会 社

150,000株 2.56％

木 村 吉 孝 145,000株 2.48％

細 　 江 　 恵 津 子 60,600株 1.04％

株 式 会 社 南 都 銀 行 50,000株 0.85％

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 50,000株 0.85％

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 50,000株 0.85％

（注）持株比率は自己株式（79株）を控除して計算しております。

　

(2）新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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(3）会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成22年12月20日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 細 江 美 則

㈱ミラック取締役、
TAIYO TECHNOLEX(THAILAND)CO.,LTD.
代表取締役、
マイクロエンジニアリング㈱取締役、　
和歌山県経営者協会会長

取 締 役 坂 田 吉 啓
電子部品部長、
マイクロエンジニアリング㈱取締役

取 締 役 堀 井 健 司 電子工場長

取 締 役 阪 口 豊 彦 管理本部長兼経営企画部長

常 勤 監 査 役 松 本 　 聰 　

監 査 役 山 口 　 修 山口修法律事務所所長

監 査 役 深 津 康 之 公認会計士深津康之事務所所長

（注）１．監査役全員は、会社法に定める社外監査役であります。

２．監査役深津康之は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する

相当程度の知見を有するものであります。

　

②　取締役及び監査役の報酬等の額

イ．当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

５名

（－名）

34,079千円

（－千円）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

３名

（３名）

8,076千円

（8,076千円）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

８名

（３名）

42,155千円

（8,076千円）
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（注）１．上記には、平成22年３月18日開催の第49期定時株主総会終結の時をもって

退任した取締役１名が含まれております。

２．取締役の支給額には、使用人兼務役員の使用人分給与（賞与含む。）26,812

千円は含まれておりません。

３．取締役の報酬限度額は、平成16年３月18日開催の第43期定時株主総会にお

いて年額200百万円以内（ただし､使用人分給与は含まない。）とご決議いた

だいております。

４．監査役の報酬限度額は、平成19年３月15日開催の第46期定時株主総会にお

いて年額30百万円以内とご決議いただいております。

５．上記の支給額には、役員退職慰労引当金の当事業年度における引当額8,746

千円（取締役４名分8,590千円、監査役１名分156千円（うち社外監査役１名

分156千円））及び退任取締役１名に支払った役員退職慰労金の当事業年度

における引当額187千円が含まれております。

ロ．当事業年度に支払った役員退職慰労金

平成22年３月18日開催の第49期定時株主総会決議に基づき、同総会終

結の時をもって退任した取締役に対し支払った役員退職慰労金は以下の

とおりであります。

取締役１名に対し4,347千円

（金額には、上記イ．に含めた金額187千円及び過年度の事業報告にお

いて役員の報酬等の総額に含めた役員退職慰労引当金の繰入額4,159千

円が含まれております。）

　

③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・　監査役山口修は、山口修法律事務所の所長であります。当社と山口

修法律事務所との間には、特別の関係はありません。

・　監査役深津康之は、公認会計士深津康之事務所の所長であります。

当社と公認会計士深津康之事務所との間には、特別の関係はありませ

ん。
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ロ．当事業年度における主な活動状況

区　分 氏　名 主 な 活 動 状 況

監査役 松 本 　 聰

当事業年度に開催された取締役会23回及び監査役会14回の全てに出

席いたしました。

元経営者として培われた豊富な経験に基づき、取締役会の意思決定

の妥当性・適正性を確保するための積極的な意見・提言等を適宜行

っております。

また、監査役会において、適宜、必要な発言を行っております。

監査役 山 口 　 修

当事業年度に開催された取締役会23回及び監査役会14回の全てに出

席いたしました。

主に弁護士としての知識や経験に基づき、特に、法律や法令遵守の

観点からの積極的な意見・提言等を適宜行っております。

監査役 深 津 康 之

当事業年度に開催された取締役会23回及び監査役会14回の全てに出

席いたしました。

主に公認会計士としての知識や経験に基づき、特に、財務・会計の

観点からの積極的な意見・提言等を適宜行っております。

　

ハ．責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
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(4）会計監査人の状況

①　名称

新日本有限責任監査法人

　

②　報酬等の額

 支 払 額

当事業年度に係る報酬等の額 23,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財
産上の利益の合計額

23,000千円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分

できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載してお

ります。

　

③　非監査業務の内容

該当事項はありません。

　

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、又は、以下に掲げ

る監査役会の請求に基づいて、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の

会議の目的とすることといたします。

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、取締役会に会計監査人の解任又は不再任を株主総

会の会議の目的とすることを請求いたします。また、監査役会は、会計監

査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合

は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、

監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、

会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

　

⑤　責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。　
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(5）業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容は以下の

とおりであります。

①　取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

イ．コンプライアンス体制の基礎として、企業倫理憲章及び法令等遵守規

程を定める。

ロ．取締役会は、内部統制システムの基本方針を策定し、取締役による内

部統制の実施状況について定期的及び随時に報告を受け、報告を指示し、

内部統制の実施状況を監督し、適宜、内部統制システムの基本方針の見

直しを行う。

ハ．取締役会の決定に基づく業務執行については、代表取締役社長の下、

各部門を担当する管掌役員、及び各部門長が迅速に遂行する。また、内

部牽制機能を確立するために、組織規程、業務分掌規程、職務権限規程

等において、それぞれの権限、実行責任者の明確化及び適切な業務手続

きを定めるものとする。

ニ．代表取締役社長は、取締役会が決定した本内部統制システムの基本方

針に基づく内部統制の整備及び運営に責任を負い、企業倫理憲章の内容

を当社の最優先課題とすること及びそのための内部統制の履践の重要性

を役員及び従業員に周知徹底する。とりわけ、内部統制に係る情報の伝

達が従業員において正確かつ迅速に行われるような環境の醸成に努める。

ホ．総務部においてコンプライアンスの取組みを横断的に統括することと

し、同部を中心に役員及び従業員の教育等を行う。内部監査部門は、総

務部と連携の上、コンプライアンスの実施状況を監査する。これらの活

動は定期的のみならず問題があれば速やかに取締役会に報告するものと

する。

ヘ．取締役は、コンプライアンス上の問題を発見した場合、遅滞なく監査

役に報告するものとし、取締役会においても報告するものとする。

ト．従業員が直接報告することを可能とする社内通報システムを整備し、

社内通報規程に基づきその運用を行うものとする。



－ 15 －

チ．従業員は、自らが担当する業務に関する内部統制手続に習熟し、その

実践に努めるとともに、担当業務に関して発生する内部統制上の課題、

欠陥その他問題点の発見に努め、それらを統括する部門長に報告する責

任を負う。

リ．市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体との関係

遮断に取り組み、不当要求行為に対しては毅然とした態度で対応するも

のとし、その旨を企業倫理憲章において定め、役員及び従業員に周知徹

底するとともに、それを実現するために必要な体制を整備する。

　

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

文書管理規程に基づき、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電磁的

媒体（以下、文書等という）に記録し、保存する。取締役及び監査役は、

文書管理規程に基づき、常時これらの文書等を閲覧できるものとする。

　

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ及び輸出管理

等に係るリスクについては、リスクマネジメント規程に基づき、当社グル

ープのリスクカテゴリー毎の責任部署を定め、業務部において当社グルー

プ全体のリスクを網羅的・統括的に管理する。新たに発生したリスクにつ

いては速やかに担当部署を定める。内部監査部門がグループ各部門のリス

ク管理の状況を監査し、その結果を定期的のみならず問題があれば速やか

に取締役会に報告し、問題がある場合は取締役会において改善策を審議・

決定する。

　

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、経営目標を明確に設定し、その達成について、ＩＴ技術を活用

した管理会計を導入し、これを活用した経営改善を全社的に検討すること

により、業務の効率化を図る。

イ．役員及び従業員が共有する全社的な社内情報システムを情報システム

部門が一元管理し、業務の効率化を図る。

ロ．役員及び従業員が共有する全社的な目標を定め、この浸透を図るとと

もに、この目的に基づく３事業年度を期間とする中期経営計画を策定す

る。



－ 16 －

ハ．取締役会は、中期経営計画を具体化するため、中期経営計画に基づき、

毎期、事業部門毎の予算を設定する。

ニ．各部門を担当する管掌役員は、各部門が実施すべき具体的な施策及び

権限分配を含めた効率的な業務遂行体制を決定する。

ホ．月次の業績はＩＴを積極的に活用したシステムにより迅速に管理会計

としてデータ化し、取締役会に報告する。

ヘ．取締役会は、毎月、この結果をレビューし、各部門を担当する管掌役

員に目標未達の要因の分析、その要因を排除・低減する改善策を報告さ

せ、必要に応じて目標を修正する。また、管掌役員は、各部門が実施す

べき具体的な施策及び権限分配を含めた効率的な業務遂行体制を改善す

る。

　

⑤　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

イ．当社グループは、経理規程等の社内規程を整備するとともに、会計基

準その他関連する諸法令を遵守し、財務報告の適法性及び適正性を確保

するための社内体制を構築する。

ロ．経営企画部は、関係会社管理規程に基づき、子会社の管理を行うもの

とする。取締役はグループ各社において、法令違反その他コンプライア

ンスに関する重要な事項を発見した場合には、監査役に報告するものと

する。

ハ．内部監査部門は、グループ各社と協議のうえ、内部監査を実施する。

　

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項並びに当該使用人の取締役からの独立性に関する

事項

イ．監査役は、経営企画部所属の従業員に監査業務に必要な事項を命令す

ることができるものとして、監査業務を補助させることができる。

ロ．監査役より監査業務に必要な命令を受けた従業員は、その命令に関し

て、取締役、経営企画部長等の指揮命令を受けないものとする。
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⑦　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報

告に関する体制

取締役及び従業員は、監査役に対して、当社及び当社グループに重大な

影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、社内通報システムによる通報状

況及びその内容を速やかに報告する体制を整備する。

　

⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ．代表取締役社長と監査役の定期的な意見交換会を設ける。

ロ．重要な意思決定の過程及び業務執行状況を把握するため、経営会議に

出席することができる他、主要な稟議書その他業務執行に関する重要な

書類を閲覧し、役員及び従業員に対しその説明を求めることができる。

ハ．監査役が監査の実施にあたり、独自に顧問弁護士を雇用し、又は必要

に応じて公認会計士、コンサルタント、その他の外部アドバイザーを雇

用し、監査業務に関する助言を受ける機会を保障する。

ニ．監査役が会計監査人から監査内容について説明を受けるとともに、情

報交換を行う等緊密な連携を図れるように配慮する。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成22年12月20日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

保 険 積 立 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

2,479,449

1,169,365

790,888

180,884

149,824

108,830

54,581

26,574

△1,501

2,832,913

2,246,971

626,313

146,908

1,457,880

15,868

54,249

33,975

20,273

531,692

249,423

175,931

15,770

98,216

△7,649

流 動 負 債 1,254,929

支払手形及び買掛金 117,972

短 期 借 入 金 813,207

未 払 法 人 税 等 23,977

製 品 保 証 引 当 金 2,790

そ の 他 296,981

固 定 負 債 610,773

長 期 借 入 金 245,853

長 期 未 払 金 57,942

退 職 給 付 引 当 金 170,754

役員退職慰労引当金 136,224

負 債 合 計 1,865,702

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,440,808

資 本 金 793,255

資 本 剰 余 金 916,555

利 益 剰 余 金 1,731,012

自 己 株 式 △13

評価・換算差額等 △1,158

その他有価証券評価差額金 △1,474

為替換算調整勘定 316

少 数 株 主 持 分 7,010

純 資 産 合 計 3,446,660

資 産 合 計 5,312,363 負 債 ・ 純 資 産 合 計 5,312,363

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成21年12月21日から
平成22年12月20日まで）

 （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高     3,942,387

売 上 原 価     2,658,229

売 上 総 利 益     1,284,158

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費     1,215,862

営 業 利 益     68,295

営 業 外 収 益         

受 取 利 息 及 び 配 当 金 7,669     

そ の 他 68,333 76,003

営 業 外 費 用         

支 払 利 息 18,073     

そ の 他 23,626 41,700

経 常 利 益     102,598

特 別 利 益         

固 定 資 産 売 却 益 2,862     

投 資 有 価 証 券 売 却 益 4,619     

製 品 保 証 引 当 金 戻 入 額 1,550     

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 633 9,665

特 別 損 失         

固 定 資 産 除 却 損 15,230     

減 損 損 失 3,954     

投 資 有 価 証 券 評 価 損 14,308 33,494

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益     78,770

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 19,536     

法 人 税 等 調 整 額 △23,478 △3,942

少 数 株 主 利 益     3,020

当 期 純 利 益     79,692

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成21年12月21日から
平成22年12月20日まで）

（単位：千円）

 

株主資本 評価・換算差額等

少数株
主持分

純資産
合計資本金

資　本
剰余金

利 　 益
剰 余 金

自 己
株 式

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成21年
12月20日
残高

793,255 916,555 1,695,194 － 3,405,004 △5,712 255 △5,456 4,115 3,403,664

連 結 会 計
年 度 中 の
変 動 額

          

剰余金の
配 当

  △43,875     △43,875        △43,875

当 期
純 利 益

  79,692     79,692        79,692

自己株式
の 取 得

      △13 △13        △13

株主資本
以外の項
目の連結
会計年度
中の変動
額(純額)

     4,237 60 4,298 2,894 7,192

連 結 会 計
年 度 中 の
変動額合計

－ － 35,817 △13 35,804 4,237 60 4,298 2,894 42,996

平成22年
12月20日
残高

793,255 916,555 1,731,012 △13 3,440,808 △1,474 316 △1,158 7,010 3,446,660

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1）連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

連結子会社の数 ３社

連結子会社の名称 株式会社ミラック

TAIYO TECHNOLEX(THAILAND)CO.,LTD.

マイクロエンジニアリング株式会社

②　非連結子会社の状況

該当事項はありません。

③　議決権の過半数を所有しているにもかかわらず子会社としなかった会社等の状況

該当事項はありません。

(2）持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

(3）連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する事項

該当事項はありません。

(4）連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、在外連結子会社であるTAIYO TECHNOLEX(THAILAND)CO.,LTD.の事業年度

の末日は10月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使

用し、連結会計年度の末日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っ

ております。他の連結子会社の事業年度の末日は、連結会計年度の末日と一致しております。

(5）会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）によっております。

ロ．その他有価証券

時価のあるもの 連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）によっております。

時価のないもの 移動平均法に基づく原価法によっております。

なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引

法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）に

ついては、組合契約に規定される決算報告日に応じて、

入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によっております。
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ハ．たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は、原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

商品及び製品・仕掛品

基板検査機・鏡面研磨機 個別法に基づく原価法によっております。

その他 総平均法に基づく原価法によっております。

原材料及び貯蔵品

基板検査機 移動平均法に基づく原価法によっております。

その他 総平均法に基づく原価法によっております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法、また、在外連結子

会社は当該国の会計基準の規定に基づく定率法によっ

ております。ただし、当社及び国内連結子会社が平成

10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）については定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　７～45年

機械装置及び運搬具　５～11年

ロ．無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいております。

ハ．リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっております。ただし、リー

ス取引開始日が、リース会計基準等適用初年度開始前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

ロ．製品保証引当金 販売済み製品の無償補修費用の支出に備えるため、過

去の支出割合に基づく必要額を計上しております。
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ハ．退職給付引当金 当社及び一部の国内連結子会社は、従業員の退職給付

に備えるため、簡便法により、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務の見込額（自己都合退職による期末

要支給額）に基づき計上しております。

なお、一部の国内連結子会社においては、従業員の退

職金全額について中小企業退職金共済事業制度に加入

しており、掛金拠出額を退職給付費用として処理して

いるため、退職給付引当金は計上しておりません。

ニ．役員退職慰労引当金 役員退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

④　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

イ．重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。

なお、在外子会社の資産及び負債は、在外子会社の事

業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株

主持分に含めて計上しております。

ロ．消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

(6）連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

(7）のれん及び負ののれんの償却に関する事項

のれんの償却については、５年間の定額法を採用しております。　

２．連結貸借対照表に関する注記

(1）有形固定資産の減価償却累計額 2,241,454千円

(2）受取手形割引高 38,766千円

(3）偶発債務

当社は、在外連結子会社TAIYO TECHNOLEX(THAILAND)CO.,LTD.への出資に関して、㈱りそな

銀行に対し、㈱りそな銀行の子会社であるTD CONSULTING CO.,LTD.の出資額2,008千円（720

千バーツ）の保証を行っております。また、Sathinee.CO.,LTD.に対し出資額837千円（300千

バーツ）の保証を行っております。
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３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1）発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　 前連結会計年度末株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

発行済株式
普通株式

5,850,000株 －株 －株 5,850,000株

自己株式
普通株式

－株 79株 －株 79株

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加79株は、単元未満株式の買取りによる増加であ

ります。

(2）剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

平成22年３月18日開催の第49期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 43,875千円

・１株当たり配当金額 ７円50銭

・基準日 平成21年12月20日

・効力発生日 平成22年３月19日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

平成23年３月18日開催予定の第50期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 29,249千円

・１株当たり配当金額 ５円

・基準日 平成22年12月20日

・効力発生日 平成23年３月19日

４．金融商品に関する注記

(1）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画等に基づき資金計画を策定し、必要な資金（主に銀行借

入）を調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的

な運転資金を銀行借入により調達しております。

②　金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、

その一部に製品の輸出取引等から生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに

晒されております。投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場

価格の変動リスクに晒されております。
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営業債務である支払手形及び買掛金は、当社グループにおいて支払手形を発行していな

いためそのほとんどが１ヶ月以内の支払期日となります。

借入金のうち短期借入金は、主に運転資金の調達を目的としたものであり、長期借入金

及び長期未払金は、主に設備投資を目的としたものであります。なお、長期未払金は固定

資産の割賦購入によるものであり、最長５年であります。

③　金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、債権管理規程に従い営業債権について、各事業部門における

営業管理部署が主要な取引先毎に定期的にモニタリングし、取引先毎に期日及び

残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減

を図っております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社グループは、一部海外での取引がありますが、外貨建て取引については取

引額が僅少なため、為替の変動リスクは回避しておりません。また、変動金利の

借入金については金利の変動リスクに晒されておりますが、経済情勢及び金融情

勢等を鑑み資金調達を行っております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の経営状態を

把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を見直しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）

の管理

当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が定期的に資金繰り計画

を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより、流動性リスクを管理

しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格が無い場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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(2）金融商品の時価等に関する事項

平成22年12月20日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に

は含めておりません。（（注）２をご参照ください。）

（単位：千円）

　 　
連結貸借対照表

計上額
時 価 差 額

① 現 金 及 び 預 金 1,169,365 1,169,365 －

② 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 790,888 790,888 －

③ 投 資 有 価 証 券 165,566 165,566 －

　 資産計 2,125,821 2,125,821 －

① 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 117,972 117,972 －

② 短 期 借 入 金 （ ※ １ ） 525,003 525,003 －

③ 長 期 借 入 金 （ ※ １ ） 534,057 534,527 470

④ 長 期 未 払 金 （ ※ ２ ） 112,674 113,438 764

　 負債計 1,289,707 1,290,941 1,234

※１　１年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めております。

※２　１年内返済予定の長期未払金は、長期未払金に含めております。

　

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資産

①現金及び預金並びに②受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

③投資有価証券

これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。

負債

①支払手形及び買掛金並びに②短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

③長期借入金及び④長期未払金

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入又は

割賦契約を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算

定しております。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区　分 連結貸借対照表計上額

非 上 場 株 式 83,857千円

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め

られるため「③投資有価証券」には含めておりません。

３．満期のある金銭債権及び有価証券の連結決算日後の償還予定額

（単位：千円）

　 １年以内
１ 年 超
５年以内

５ 年 超
10年以内

1 0 年 超

現 金 及 び 預 金 1,168,344 － － －

受取手形及び売掛金 790,888 － － －

投 資 有 価 証 券                 

満期保有目的の債券 － 40,000 － －

その他有価証券のうち
満 期 の あ る も の

－ － 48,502 －

合計 1,959,233 40,000 48,502 －

４．長期借入金及び割賦未払金の連結決算日後の返済予定額

（単位：千円）

　 １年以内
１ 年 超
５年以内

５ 年 超
10年以内

1 0 年 超

長 期 借 入 金 288,204 245,853 － －

長 期 未 払 金 54,732 57,942 － －

合計 342,936 303,795 － －

（追加情報）

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月

10日）及び、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　

平成20年３月10日）を適用しております。

５．１株当たり情報に関する注記

(1）１株当たり純資産額 587円98銭

(2）１株当たり当期純利益 13円62銭

６．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表
（平成22年12月20日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

関係会社短期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関係会社長期貸付金

保 険 積 立 金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

2,289,385

1,059,596

150,472

569,301

153,641

135,747

90,344

20,065

50,335

55,753

4,769

△643

2,845,774

2,099,377

573,016

53,173

146,442

466

9,431

1,312,286

4,560

20,077

18,712

1,365

726,319

249,423

75,316

280

250,000

146,438

7,713

21,780

10,801

56,215

△91,649

流 動 負 債 1,220,785

買 掛 金 147,031

短 期 借 入 金 505,003

１年内返済予定の長期借入金 284,880

未 払 金 89,582

未 払 費 用 121,953

未 払 法 人 税 等 10,793

未 払 消 費 税 等 18,676

預 り 金 39,253

製 品 保 証 引 当 金 2,790

そ の 他 819

固 定 負 債 585,878

長 期 借 入 金 243,332

長 期 未 払 金 57,942

退 職 給 付 引 当 金 160,680

役員退職慰労引当金 123,924

負 債 合 計 1,806,664

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,329,970

資 本 金 793,255

資 本 剰 余 金 916,555

資 本 準 備 金 916,555

利 益 剰 余 金 1,620,173

利 益 準 備 金 10,412

その他利益剰余金 1,609,760

繰越利益剰余金 1,609,760

自 己 株 式 △13

評価・換算差額等 △1,474

その他有価証券評価差額金 △1,474

純 資 産 合 計 3,328,495

資 産 合 計 5,135,159 負 債 ・ 純 資 産 合 計 5,135,159

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

（平成21年12月21日から
平成22年12月20日まで）

 （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高     3,696,795

売 上 原 価     2,570,065

売 上 総 利 益     1,126,730

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費     1,066,381

営 業 利 益     60,349

営 業 外 収 益         

受 取 利 息 及 び 配 当 金 13,106     

そ の 他 70,231 83,338

営 業 外 費 用         

支 払 利 息 17,422     

そ の 他 20,456 37,878

経 常 利 益     105,808

特 別 利 益         

固 定 資 産 売 却 益 2,862     

投 資 有 価 証 券 売 却 益 4,619     

製 品 保 証 引 当 金 戻 入 額 1,550     

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 399 9,431

特 別 損 失         

固 定 資 産 除 却 損 15,230     

減 損 損 失 3,954     

投 資 有 価 証 券 評 価 損 14,308     

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 64,000 97,494

税 引 前 当 期 純 利 益     17,745

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,778     

法 人 税 等 調 整 額 △14,263 △8,484

当 期 純 利 益     26,230

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成21年12月21日から
平成22年12月20日まで）

（単位：千円）

　

株主資本
評価・換算差額等

純資産
合　計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合　　計資　本

準備金

資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

その他利
益剰余金 利　益

剰余金
合　計

自　己
株　式

その他
有価証券
評 価
差額金

評 価 ・
換算差額
等 合 計繰越利益

剰余金

平成21年
12月20日残高

793,255 916,555 916,555 10,412 1,627,405 1,637,817 － 3,347,627 △5,712 △5,712 3,341,915

事 業 年 度 中
の 変 動 額

                                            

剰 余 金
の 配 当

                △43,875 △43,875     △43,875         △43,875

当期純利益                 26,230 26,230     26,230         26,230

自 己 株 式
の 取 得

                        △13 △13         △13

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

( 純 額 )

                                4,237 4,237 4,237

事 業 年 度 中
の変動額合計

－ － － － △17,644 △17,644 △13 △17,657 4,237 4,237 △13,419

平成22年
12月20日残高

793,255 916,555 916,555 10,412 1,609,760 1,620,173 △13 3,329,970 △1,474 △1,474 3,328,495

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1）資産の評価基準及び評価方法

①　満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）によっております。

②　子会社株式及び関係会社株式 移動平均法に基づく原価法によっております。

③　その他有価証券

時価のあるもの 事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）によっております。

時価のないもの 移動平均法に基づく原価法によっております。

なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引

法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）に

ついては、組合契約に規定される決算報告日に応じて、

入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によっております。

④　たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は、原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

商品及び製品・仕掛品

基板検査機 個別法に基づく原価法によっております。

その他 総平均法に基づく原価法によっております。

原材料及び貯蔵品

基板検査機 移動平均法に基づく原価法によっております。

その他 総平均法に基づく原価法によっております。

(2）固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

（リース資産を除く）

　

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備を除く）について

は定額法によっております。

　 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　７～45年

機械及び装置　５～11年

②　無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいております。
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③　リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっております。ただし、リー

ス取引開始日が、リース会計基準等適用初年度開始前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

(3）引当金の計上基準

①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

②　製品保証引当金 販売済み製品の無償補修費用の支出に備えるため、過

去の支出割合に基づく必要額を計上しております。

③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、簡便法により、当事

業年度の末日における退職給付債務の見込額（自己都

合退職による期末要支給額）に基づき計上しておりま

す。

④　役員退職慰労引当金 役員退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

(4）その他計算書類作成のための基本となる事項

①　外貨建の資産及び負債の本邦

通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、事業年度末日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。

②　消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記

(1）有形固定資産の減価償却累計額 2,138,649千円

(2）偶発債務

当社は、在外連結子会社TAIYO TECHNOLEX(THAILAND)CO.,LTD.への出資に関して、㈱りそな

銀行に対し、㈱りそな銀行の子会社であるTD CONSULTING CO.,LTD.の出資額2,008千円（720

千バーツ）の保証を行っております。また、Sathinee.CO.,LTD.に対し出資額837千円（300千

バーツ）の保証を行っております。

(3）関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 64,196千円

短期金銭債務 42,497千円

長期金銭債権 250,000千円
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３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上高 53,747千円

仕入高 170,613千円

営業取引以外の取引高 43,815千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式数

普通株式 79株

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産  

繰越欠損金 46,043千円

退職給付引当金 64,915千円

役員退職慰労引当金 50,065千円

貸倒引当金 36,865千円

未払事業税 2,030千円

たな卸資産評価損 82,679千円

会員権評価損 1,656千円

投資有価証券評価損 36,196千円

減損損失 92,518千円

減価償却超過額 7,582千円

未払社会保険料 9,760千円

製品保証引当金 1,127千円

その他 8,973千円

繰延税金資産小計 440,414千円

評価性引当額 △379,276千円

繰延税金資産合計 61,137千円

繰延税金負債 　

繰延税金負債合計 －千円

繰延税金資産の純額 61,137千円
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６．リースにより使用する固定資産に関する注記

(1）リース物件の取得原価相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

 取 得 原 価 相 当 額 減価償却累計額相当額 期 末 残 高 相 当 額

機 械 及 び 装 置 8,000千円 6,400千円 1,599千円

合 計 8,000千円 6,400千円 1,599千円

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,733千円

１年超 －千円

合計 1,733千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 22,146千円

減価償却費相当額 15,749千円

支払利息相当額 249千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得原価相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっております。
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７．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等 （単位：千円）

種　類
会社等
の名称

議決権等の
所有割合

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
(注)３

科　目
期末残高
(注)３

子会社
株式会社
ミラック

100.0％

当社が販売する鏡面研磨
機の製造
役員の兼任１名
資金の貸付・土地の賃
借・事務所の賃貸・事務
の受託・出向者受入

資金の貸付
(注)１

－

関係会社
短期貸付金

50,000

関係会社
長期貸付金

250,000

商品仕入
(注)２

170,613 買掛金 39,345

子会社

TAIYO
TECHNOLEX
(THAILAND）
CO.,LTD.

49.0％

当社が製造する基板検査
機の販売及びサービス・
サポート
役員の兼任１名
従業員の出向
資金の貸付・コンサルテ
ィング業務委託

資金の貸付
(注)１

－
関係会社
短期貸付金

5,753

当社製品
の販売等
(注)２

53,747 売掛金 7,652

コンサル
ティング
業務委託
(注)２

11,000 未払金 1,500

子会社

マイクロ
エンジニ
アリング
株式会社

100.0％
役員の兼任２名
従業員の出向 － － － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．資金の貸付については、市場金利を勘案し、合理的に利率を決定しております。

２．価格その他の取引条件は、市場価格を勘案し、一般的取引と同様に決定しており

ます。

３．取引金額には消費税等が含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれ

ております。

８．１株当たり情報に関する注記

(1）１株当たり純資産額 568円98銭

(2）１株当たり当期純利益 ４円48銭

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成23年２月10日　

　 太洋工業株式会社 　

　 取 締 役 会 御中 　

　 新日本有限責任監査法人 　

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 本 操 司 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 遠 藤 尚 秀 ㊞
　

　 　

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、太洋工業株式会社の平成21年12

月21日から平成22年12月20日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計

算書類に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうか

の合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体

としての連結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、太洋工業株式会社及び連結子会社から成る企業集団の当該連結

計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成23年２月10日　
　太洋工業株式会社 　

　 取 締 役 会 御中 　

　 新日本有限責任監査法人 　

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 本 操 司 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 遠 藤 尚 秀 ㊞
　

　　
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、太洋工業株式会社の平成21

年12月21日から平成22年12月20日までの第50期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監

査を行った。この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの

評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。

当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の

財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

　 監 査 報 告 書 　

　 当監査役会は、平成21年12月21日から平成22年12月20日までの第50期事業年度の取締役

の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告

書を作成し、以下のとおり報告いたします。

　

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結

果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担

等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び

監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び

使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要

な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いた

しました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第

100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に

基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしました。

なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び新日本有限責任監査法人から

当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、

必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度

に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監

視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われるこ

とを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する

品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知

を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計

算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附

属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動

計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1）事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し

ているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な

事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、

当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内

部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。

(2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3）連結計算書類の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　

　

　 平成23年２月15日 　

　

太洋工業株式会社　　監査役会

常勤監査役 松 本 　 聰 ㊞

監 査 役 山 口 　 修 ㊞

監 査 役 深 津 康 之 ㊞

（注）監査役全員は、会社法に定める社外監査役であります。

 

以　上
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株主総会参考書類

　

議案及び参考事項　

第１号議案　剰余金処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

当社の利益配分については、内部留保の充実や配当性向等を勘案しつつ、

収益状況に応じた利益還元を行うことを基本方針としております。

当期の期末配当につきましては、当社グループの業績が前連結会計年度と

比較して増収、最終利益が黒字転換したことから、日頃の株主各位のご支援

とご期待にお応えし、積極的に利益還元を行うべく、普通配当を１株につき

３円とするとともに、当社は平成22年12月２日をもちまして創立50周年を迎

えたことから、記念配当として２円を加え合計５円とし、以下のとおりとい

たしたいと存じます。

(1）配当財産の種類

金銭といたします。

(2）配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき５円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は29,249,605円となります。

(3）剰余金の配当が効力を生じる日

平成23年３月19日といたしたいと存じます。
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第２号議案　監査役２名選任の件

本定時株主総会終結の時をもって監査役松本聰及び山口修の両氏が任期満了

となります。つきましては、監査役２名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。
（※印は新任候補者）

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 の 数

１
やまぐち　　おさむ

山　口　　 修
(昭和23年11月20日生)

昭和47年４月　和歌山県庁入庁

昭和52年４月　判事補任官

昭和57年11月　和歌山弁護士会登録（現任）

昭和58年９月　山口修法律事務所開設　所長

就任（現任）

平成15年３月　当社監査役（現任）

700株

２

※

さきまえ　　かずお

﨑 前 和 夫
(昭和24年４月20日生)

昭和48年４月　日興證券株式会社（現日興

コーディアル証券株式会社）

入社

平成８年９月　同社青森支店長

平成13年３月　同社和歌山支店長

平成17年３月　同社リスク管理部兼人事部副

部長

－株

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．候補者全員は、会社法に定める社外監査役候補者であります。

３．各候補者を社外監査役候補者とした理由は以下のとおりであります。

(1）山口修氏は、過去に社外取締役又は社外監査役になること以外の方法で会社

の経営に関与された経験はありませんが、弁護士の資格を有しており、法律面

からの高度な知識及び経験を活かし、社外監査役としての職務を適切に遂行で

きるものと判断し、選任をお願いするものであります。なお、同氏の当社監査

役の在任期間は本総会の終結の時をもって８年であります。

(2）﨑前和夫氏は、過去に社外取締役又は社外監査役になること以外の方法で会

社の経営に関与された経験はありませんが、金融機関における長年の実務経験

や豊富な知見を有しており、幅広い見識に基づいた様々な観点から、社外監査

役としての職務を適切に遂行できるものと判断し、選任をお願いするものであ

ります。
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第３号議案　退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

監査役松本聰氏は、本定時株主総会終結の時をもって退任されますので、そ

の在任中の労に報いるため、当社における一定の基準に従い、相当額の範囲内

で退職慰労金を贈呈することにつきご承認をお願いするものであります。

なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は、監査役の協議にご一任願い

たいと存じます。

退任監査役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

松　　本　　　　　聰 平成15年３月　当社常勤監査役（現任）

　

以　上
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